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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る「主要な経営指標等の推

移」については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

第一部 【企業情報】

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 14,165 13,933 15,419 33,628 33,269

経常利益(△は経常損失) (百万円) △383 △390 △48 253 335

中間(当期)純利益 
(△は中間純損失)

(百万円) △406 △381 △72 200 220

持分法を適用した場合の 
投資利益(△は投資損失)

(百万円) 3 △3 4 4 4

資本金 (百万円) 1,980 1,980 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (千株) 39,600 39,600 39,600 39,600 39,600

純資産額 (百万円) 8,276 8,427 8,695 8,935 9,025

総資産額 (百万円) 24,361 24,604 26,288 25,689 26,939

１株当たり純資産額 (円) 209.06 212.89 219.70 225.70 228.00

１株当たり中間 
(当期)純利益 
(△は中間純損失)

(円) △10.27 △9.64 △1.83 5.06 5.58

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 2.00 2.00

自己資本比率 (％) 34.0 34.2 33.1 34.8 33.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 128 337 188 247 585

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △73 △162 △48 △220 △165

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △79 △79 △79 △679 △280

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,369 833 940 739 878

従業員数 (名) 470 455 439 462 439



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業内容に重要な変更

はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 439



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業  績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、騰勢を強める素材価格の中で原油価格の高騰が景気悪化の懸

念要因としてあったものの、堅調な企業収益を背景とした民間設備投資の増加、輸出の持ち直し、また

個人消費の増勢等企業部門と家計部門共に改善し内需主導型の回復が鮮明となってまいりました。 

  しかしながら当社関連業界におきましては、更なる公共投資の縮減に加えて、原材料・資材の高騰及

び需給逼迫等極めて厳しい経営環境下にありました。 

  このような状況の中で、当社は受注量の拡大に努める一方、原材料・資材の価格上昇によるコストア

ップを吸収すべく、受注価格の是正に全社一丸となって取り組んでまいりました。 

  その結果、受注高は176億９千６百万円（前年同期比７億５千３百万円増加）と前年同期を上回るこ

とができました。売上高は、前期から持ち越した受注残高が比較的大きかったことにより、154億１千

９百万円（同14億８千６百万円増加）と前年同期を大幅に上回りました。なお、繰越受注高は130億９

千７百万円（同16億１千２百万円増加）であります。 

  完成した工事につきましては、いずれも顧客の皆様から好評を博しております。 

  経常損益につきましては、鋼材値上げによるコスト増を売上高の増加及び受注価格の改善でカバーし

て、経常損失４千８百万円（同３億４千１百万円改善）と中間期経常利益計上に今一歩のところまでま

いりました。 

  一方、中間純損益につきましては、７千２百万円の損失（同３億８百万円改善）でありました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動により１億８千８百万円増加、投資活動に

より４千８百万円減少及び財務活動により７千９百万円減少となり、それらの結果現金及び現金同等物

の当中間会計期間末残高は６千１百万円増加し、９億４千万円（前年同期は８億３千３百万円）となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において営業活動による資金の増加は１億８千８百万円（前年同期は３億３千７百万

円）となりました。これは主に、売上債権減少等による資金収入が、未成工事支出金を中心としたたな

卸資産の増加及び仕入債務の減少等による資金支出を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において投資活動による資金の減少は４千８百万円（前年同期は１億６千２百万円）

となりました。これは主に生産設備等の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において財務活動による資金の減少は７千９百万円（前年同期は７千９百万円）とな

りました。これは主に配当金の支払によるものであります。 

  

  

  

  

  



２ 【施工、受注及び売上の状況】 

(1) 施工高 

当中間会計期間における施工高を工事種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注高 

当中間会計期間における受注高及び受注残高を工事種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 前中間会計期間まで別掲しておりましたソーラー成型品については長尺成型品に含めて記載しております。

  

区分 施工高(百万円) 前年同期比(％)

長尺屋根 11,439 12.9

Ｒ－Ｔ 438 3.8

ハイタフ 2,150 55.3

ソーラー 80 △48.2

塗装 413 9.7

合計 14,522 16.4

区分
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

工事

長尺屋根 11,828 1.2 10,623 13.5

Ｒ－Ｔ 317 △17.8 609 △13.3

ハイタフ 2,211 39.7 1,356 29.4

ソーラー 281 △29.6 295 △2.5

塗装 469 19.3 95 40.2

計 15,108 4.5 12,980 13.0

販売

長尺成型品 755 △10.0 116 ―

住宅成型品 1,832 11.0 ― ―

計 2,588 3.9 116 ―

合計 17,696 4.4 13,097 14.0



(3) 売上高 

当中間会計期間における売上高を工事種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 前中間会計期間まで別掲しておりましたソーラー成型品については長尺成型品に含めて記載しております。 

  

区分 売上高(百万円) 前年同期比(％)

完成工事高

長尺屋根 10,024 8.1

Ｒ－Ｔ 401 46.0

ハイタフ 1,909 37.5

ソーラー 91 △30.9

塗装 376 0.9

計 12,803 11.9

製品販売高

長尺成型品 783 △6.6

住宅成型品 1,832 11.0

計 2,616 5.0

合計 15,419 10.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発活動につきましては、地球環境に優しいエコロジー商品を今後の事業を支える戦略商品とし

て位置づけ、技術開発センターを活動拠点とし、積極的に新商品・新技術の開発に取り組んでおりま

す。 また、新商品をスピーディーかつタイムリーに市場に送り出すため、社内各部門の代表者からな

る「開発企画委員会」を組織して、全社的な開発戦略の検討、方向付けを行っております。 

  当中間会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）の研究開発費は、１億２千１百万円であり

ます。  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更は

ありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,600,000 39,600,000

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 39,600,000 39,600,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 39,600 ― 1,980 ― 344



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注)１ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社    564千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  481千株 

ＵＦＪ信託銀行株式会社            129千株 

  ２ 所有株式数は千株未満を切り捨てております。 

  ３ ＵＦＪ信託銀行株式会社は平成17年10月１日付で三菱信託銀行株式会社と合併し三菱ＵＦＪ信託銀行株式  

 会社となっております。          

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。 

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれております。 

  ２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式261株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２－６－３ 6,229 15.73

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３－４－１ 6,229 15.73

日本鐡板株式會社 東京都中央区日本橋１－２－５ 4,567 11.53

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,157 2.92

三晃金属工業従業員持株会 東京都港区芝浦４－13－23 752 1.9

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－３ 629 1.58

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３－21－24 580 1.46

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２－11－３ 564 1.42

日鉄鋼板株式会社 東京都江東区東陽７－５－８ 500 1.26

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 481 1.21

計 ― 21,690 54.77

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  19,000 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,466,000
39,466 ―

単元未満株式 普通株式 115,000 ― ―

発行済株式総数 39,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,466 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり 

ません。 

  

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

三晃金属工業株式会社 東京都港区芝浦４－13－23 19,000 ― 19,000 0.05

計 ― 19,000 ― 19,000 0.05

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 254 239 246 264 259 267

最低(円) 205 215 220 227 223 235



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※ 会社間項目の消去前の数値により算出しております。 

  

資産基準 0.3％

売上高基準 1.5％

利益基準 ―

利益剰余金基準 0.2％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 833 940 878

２ 受取手形 2,831 3,185 3,698

３ 完成工事未収入金 8,403 6,028 9,276

４ 売掛金 846 743 578

５ 未成工事支出金 2,103 3,438 1,989

６ その他たな卸資産 1,087 1,270 1,109

７ 未収入金 ― 3,615 2,396

８ 繰延税金資産 186 186 185

９ その他 1,436 169 106

貸倒引当金 △59 △50 △72

流動資産合計 17,669 71.8 19,527 74.3 20,145 74.8

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産 ※１

１ 建物 691 644 664

２ 機械及び装置 834 737 766

３ 土地 4,419 4,419 4,419

４ その他 205 165 179

有形固定資産合計 6,151 5,966 6,029

(2) 無形固定資産 57 48 54

無形固定資産合計 57 48 54

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 174 196 160

２ その他 714 860 816

貸倒引当金 △162 △310 △266

投資その他の資産 
合計

726 746 710

固定資産合計 6,934 28.2 6,761 25.7 6,794 25.2

資産合計 24,604 100.0 26,288 100.0 26,939 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 3,164 1,795 2,011

２ 買掛金 3,304 5,840 5,783

３ 工事未払金 2,866 2,602 3,224

４ 短期借入金 1,600 1,900 1,700

５ １年以内返済予定の
長期借入金

1,000 ― 200

６ 未成工事受入金及び 
  前受金

346 884 488

７ その他 625 761 824

流動負債合計 12,906 52.5 13,784 52.4 14,232 52.8

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ― 500 500

２ 繰延税金負債 56 67 52

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債

1,378 1,577 1,378

４ 退職給付引当金 1,704 1,539 1,605

５ 役員退職慰労引当金 130 124 145

固定負債合計 3,269 13.3 3,808 14.5 3,682 13.7

負債合計 16,176 65.8 17,593 66.9 17,914 66.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,980 8.0 1,980 7.5 1,980 7.3

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 344 344 344

資本剰余金合計 344 1.4 344 1.3 344 1.3

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 495 495 495

２ 任意積立金 3,473 3,472 3,473

３ 中間(当期)未処分 
  利益

43 495 645

利益剰余金合計 4,011 16.3 4,462 17.0 4,614 17.1

Ⅳ 土地再評価差額金 2,034 8.3 1,835 7.0 2,034 7.6

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

58 0.2 76 0.3 55 0.2

Ⅵ 自己株式 △1 △0.0 △3 △0.0 △2 △0.0

資本合計 8,427 34.2 8,695 33.1 9,025 33.5

負債資本合計 24,604 100.0 26,288 100.0 26,939 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 11,441 12,803 28,098

製品売上高 2,492 2,616 5,171

売上高合計 13,933 100.0 15,419 100.0 33,269 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 10,033 11,065 24,416

製品売上原価 2,145 2,197 4,414

売上原価合計 12,178 87.4 13,263 86.0 28,830 86.7

売上総利益

完成工事総利益 1,407 1,737 3,681

製品売上総利益 346 418 757

売上総利益 1,754 12.6 2,156 14.0 4,439 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,142 15.4 2,187 14.2 4,082 12.3

営業利益 
(△は営業損失)

△388 △2.8 △30 △0.2 357 1.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 14 0.1 6 0.0 10 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 16 0.1 24 0.1 31 0.1

経常利益 
(△は経常損失)

△390 △2.8 △48 △0.3 335 0.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 46 0.3 ― ― 77 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 18 0.1 ― ― 151 0.5

税引前中間(当期) 
純利益(△は税引前 
中間純損失)

△362 △2.6 △48 △0.3 261 0.6

法人税、住民税 
及び事業税

20 0.1 25 0.2 42 0.1

法人税等調整額 △1 △0.0 △0 △0.0 △1 △0.0

中間(当期)純利益 
(△は中間純損失)

△381 △2.7 △72 △0.5 220 0.5

前期繰越利益 424 567 424

中間(当期)未処分 
利益

43 495 645



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税引前中間(当期)純利益 
(△は税引前中間純損失)

△362 △48 261

減価償却費 133 113 281

貸倒引当金の 
増加・減少(△)額

△3 21 113

受取利息及び受取配当金 △6 △0 △6

支払利息 15 12 30

為替差損益 △0 △3 △0

退職給付引当金の 
増加・減少(△)額

△10 △65 △109

役員退職慰労引当金の 
増加・減少(△)額

1 △20 16

投資有価証券売却益 △35 ― △66

有形固定資産除却損 3 1 27

売上債権の 
増加(△)・減少額

2,239 2,366 △545

たな卸資産の 
増加(△)・減少額

△937 △1,610 △845

仕入債務の 
増加・減少(△)額

△647 △780 1,036

その他 4 283 461

小計 392 268 655

利息及び配当金の受取額 6 0 6

利息の支払額 △15 △11 △30

法人税等の支払額 △45 △69 △45

営業活動による 
キャッシュ・フロー

337 188 585

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による 
支出

△204 △45 △247

投資有価証券の売却による 
収入

49 ― 88

その他 △7 △2 △5

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△162 △48 △165



 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入による収入 ― 200 ―

短期借入金返済による支出 ― ― △200

長期借入金返済による支出 ― △200 ―

自己株式の取得による支出 △0 △0 △1

配当金の支払額 △79 △79 △79

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△79 △79 △280

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

△1 1 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

93 61 139

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

739 878 739

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

833 940 878



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

製品及び半製品、原材料、副

産物

移動平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物付属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物     ３～38年

機械及び装置 ７～12年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

営業債権等の債権に対する貸

倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討して計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

借入金を対象とした金利スワ

ップのみ行っております。

なお、金利スワップは特例処

理の要件を満たしているので、

特例処理を採用しております。

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

同左

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

同左

(2) ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、実需に伴う取

引に限定して実施することとし

ており、売買益を目的とした投

機的な取引は行わない方針とし

ております。

(2) ヘッジ方針

同左

(2) ヘッジ方針

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

   手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する短期投資

からなっております。

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

中間会計期間末の消費税等

は、仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺し、流動負債その他に

含めております。

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったこ

とに伴い、当中間会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用してお

ります。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――――
（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったこ

とに伴い、当事業年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間貸借対照表）

―――――― 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「未収入金」（前中間会計期間

1,285百万円）については、資産総額の100分の５超と

なったため、当中間会計期間より区分掲記しておりま

す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,289百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,178百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,076百万円

 ２ 当座貸越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座貸越

契約を締結しております。

当中間会計期間末における当

座貸越契約残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の 
総額

4,900百万円

借入実行残高 1,600

差引額 3,300

 ２ 当座貸越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座貸越

契約を締結しております。

当中間会計期間末における当

座貸越契約残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の
総額

4,900百万円

借入実行残高   1,900

差引額 3,000

 ２ 当座貸越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座貸越

契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸

越契約残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の 
総額

4,900百万円

借入実行残高 1,700

差引額 3,200

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5百万円

※１   ―――――― ※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 15百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 12百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 30百万円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売
却益

35百万円

過年度損益修正
益

10

 

※３   ――――――

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売
却益

66百万円

過年度損益修正
益

  10

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 18百万円
 

※４   ―――――― ※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 43百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産  127百万円

無形固定資産 6

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 107百万円

無形固定資産 6

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 268百万円

無形固定資産 13

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る金額との関係

現金同等物を所有していないた

め、中間貸借対照表の現金及び預金

の中間期末残高は現金及び現金同等

物の中間期末残高と同額でありま

す。

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る金額との関係

同左

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている金額と

の関係

現金同等物を所有していないた

め、貸借対照表の現金及び預金の期

末残高は現金及び現金同等物の期末

残高と同額であります。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

有形 
固定資産 
その他 
(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

167 146 313

減価償却 
累計額 
相当額

104 95 199

中間期末 
残高相当額

63 50 113

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

有形 
固定資産 
その他 
(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

133 174 308

減価償却 
累計額 
相当額

61 65 127

中間期末 
残高相当額

71 109 181

(注)     同左
 

有形 
固定資産 
その他 
(百万円)

無形 
固定資産 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

188 230 418

減価償却 
累計額 
相当額

117 111 229

期末残高 
相当額

70 118 189

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 41百万円

１年超 72

合計 113

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が、有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 49百万円

１年超 131

合計 181

(注)     同左
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 56百万円

１年超 132

合計 189

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 26百万円

減価償却費 
相当額

26

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 29百万円

減価償却費
相当額

29

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 54百万円

減価償却費
相当額

54

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 53 163 110

合計 53 163 110

区分

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式 20

関連会社株式 10

(2) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 11

合計 41



(当中間会計期間末) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 45 184 139

合計 45 184 139

区分

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式 20

関連会社株式 10

(2) その他有価証券

非上場株式 11

合計 41



(前事業年度末) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前事業年度末
(平成17年３月31日)

取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 45 148 103

合計 45 148 103

区分

前事業年度末
(平成17年３月31日)

貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式 20

関連会社株式 10

(2) その他有価証券

非上場株式 11

合計 41



(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間)(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計における金利スワップの特例処理を適用している取引のみ

であり、取引の時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

  

(当中間会計期間)(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計における金利スワップの特例処理を適用している取引のみ

であり、取引の時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

  

(前事業年度)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計における金利スワップの特例処理を適用している取引のみ

であり、取引の時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

  

(持分法損益等) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

関連会社に対する投資

の金額(百万円)
10 10 10

持分法を適用した場合

の投資の金額(百万円)
309 321 317

持分法を適用した場合

の投資利益の金額 

(△は投資損失) 

(百万円)

△3 4 4



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 212円89銭 １株当たり純資産額 219円70銭 １株当たり純資産額 228円00銭

１株当たり中間純損失 
金額

9円64銭
１株当たり中間純損失
金額

1円83銭
１株当たり当期純利益 
金額

5円58銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額 
(△は中間純損失)

△9円64銭 △1円83銭 5円58銭

中間(当期)純利益 
(△は中間純損失)

(百万円) △381 △72 220

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 
(△は中間純損失)

(百万円) △381 △72 220

期中平均株式数(千株) 39,588 39,581 39,586



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

（1）有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第56期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出

（2）有価証券報告書の 
訂正報告書

上記有価証券報告書の訂正報告書 平成17年７月15日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月９日

三晃金属工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三晃金属工業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三晃金

属工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山脇 市郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤田 昌宏 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

三晃金属工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三晃金属工業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三晃金

属工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山脇 市郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤田 昌宏 
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